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令和元年９月 25日 
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

 

民間競争入札実施事業 

  「港湾、空港における発注者支援業務」の評価について（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号）第７条

第８項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

実施行政機関等 国土交通省／内閣府 

事業概要 国土交通省及び内閣府が実施する港湾・空港における発注者支援業務 

 ・発注者支援業務 78件（H30単年度 44件 H29複数年度 34件） 

 （発注補助業務、技術審査補助業務、監督補助業務、品質監視補助及び施

行状況確認補助業務） 

実施期間 平成 30 年度に事業が完了した業務 

・平成 29年度から２カ年の複数年契約期間で実施した業務 

・平成 30年度から単年契約期間で実施した業務 

受託事業者 ア ＳＣＯＰＥ 45件（約 58％） 

イ ＳＣＯＰＥ＋民間企業のＪＶ ６件（約８％） 

ウ その他（民間） 27件（約 34％） 

※ＳＣＯＰＥ･･･一般財団法人港湾空港総合技術サービスセンター 

契約金額（税抜） 平成 29 年度の複数年契約：4,023,650千円 

平成 30 年度の単年度契約：1,705,990千円 

上記の総額：5,729,640千円   

入札の状況 １者応札   68件（87％） 

１者応札以外 10件（13％）   

事業の目的 港湾・空港における工事の発注、審査、監督、検査業務について、民間事業

者の創意工夫を反映させ、円滑な業務遂行に資すること。 

選定の経緯 財団法人港湾空港建設技術サービスセンターによる１者応札の割合が高く、

見直しが必要と判断されたことから、平成 23年基本方針において選定。 

※個別の契約については、別添資料の別紙２に記載 

※本事業における市場化テストは平成 24年から実施しており、評価は７期目である。 
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Ⅱ 評価 

１ 概要 

次期においても民間競争入札を継続することが適当である。競争性の確保という点で

１者応札の割合が高い状況が継続しており、更なる要件緩和等の必要性について十分に

検討し、改善するための取組が必要である。 

一方、民間競争入札が長期化し、これまでの取組における改善が大きく見られないこ

とから、次回以降の評価において今後も継続していくべきか検討する必要がある。 

２ 検討 

（１）評価方法について 

国土交通省及び内閣府から提出された平成 30年度に完了した業務（平成 29年度から

２カ年の複数年契約期間で実施した業務及び平成 30 年度に単年度契約期間で実施した

業務、以下「評価対象業務」）の実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの

質の確保、実施経費等の観点から評価を行う。 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価 

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

サービスの質の達成状況は、以下の表のとおり、民間競争入札導入前の平成

23年度に発注した業務（以下「従前の業務」という。）の平均総合評定点※と公

共サービス改革法による契約手続を行った評価対象業務の平均総合評定点を比

較することにより評価する。 

評価対象業務の平均総合評定点は、従前の業務の平均総合評定点とほぼ同等

の結果であった。従前の業務に関して特段の問題は報告されていないことから、

評価対象業務についても、各受託事業者が業務内容、仕様書等を踏まえ、適切

に業務が実施されたと評価できる。 

なお、すべての評価対象業務は、実施要項において実績として認められる業

務成績60点以上であったことから発注者が求める業務品質は確保されている。 

※ 評定点とは、各業務が完了した際に発注官庁が実施する地方整備局等委託

業務等成績評定要領に基づく業務成績をいう。 
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表 年度別平均総合評定点 

 

 

平成23年度 

平均評定点 

（単年度） 

平成28年度 

平均評定点 

（２ヶ年） 

平成29年度 

平均評定点 

（単年度） 

発注者

支援 

発注補助業務 75.9点 77.0点 77.8点 

技術審査補助業務 77.4点 78.0点 78.6点 

監督補助業務 75.5点 77.2点 77.2点 

品質監視補助及び施工

状況確認補助業務 
77.2点 77.1点 77.2点 

全 体 76.4点 77.2点 77.5点 
 

民間事業者から

の改善提案 

民間事業者からの改善提案に基づき、業務品質の維持向上が図られたと評価

できる以下の事例は、昨年度のものに加えて、新たに行われたものである。 

 

ア  業務の実施方針に関する提案内容及び実施状況 

・執務室に間仕切りとして第二の扉を設け、業務従事者以外の入室を

制限することにより、情報管理がより一層徹底された。（発注補助

業務、技術審査補助業務） 

・施工箇所の事前現地調査を行い、施工にあたっての制約等の現場条

件を確認、留意事項を把握することにより、迅速かつ適切に業務が

遂行され、円滑な事業執行に寄与した。（技術審査補助業務） 

   ・業務の品質確保・向上を図るための定期的な内部監査の実施や、繁

忙期及び緊急時の支援体制を構築することで、業務全般に係る質の

向上に寄与した。（品質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

   ・代替要員確保及び安全管理者設置等社内バックアップ体制確保によ

り円滑で安定的な業務履行がなされた。（監督補助業務） 

   ・監督補助者による施工計画書のチェックを事前に行った上で、受発

注者双方が施工内容を確認する施工会議、週間工程会議及び月間連

絡調整会議に参加し、定期的に工事内容の情報共有を行った。（監

督補助業務） 

・ＰＣ盗難防止チェーンの使用とファイヤーウォールを構築し、デー

タの喪失・漏洩防止を行い、電力供給トラブルの防止として、無停

電電源装置を設置した。（監督補助業務） 

   ・担当技術者の中で最も経験豊富な技術者をチームリーダーとし、発

注者とのコミュニケーションのサポート役と担当技術者のまとめ

役とすることで、担当技術者間だけでなく発注者との連携も良くな

った。（監督補助業務） 

・担当技術者の技術力の維持・向上を目的に、技術者研修を春と秋の

２回実施した。（発注補助業務、監督補助業務、品質監視補助及び施

工状況確認補助業務） 

    ・港湾業務艇等からの転落防止対策について、あらかじめリストアッ

プし共有することで、無事故で業務を完了できた。（監督補助業務） 
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イ  業務に対する技術提案内容及び実施状況 

・豊富な実績を有する技術者を配置し、創意工夫した週間工程表によ

る作成・指示・伝達サイクルの実施、確実な資料作成や照査など、

的確な業務の実施が図られた。（監督補助業務、品質監視補助及び

施工状況確認補助業務） 

・安全確認の確実な実施のため、独自の点検チェックシートを活用し、

点検結果を調査職員に報告し、安全巡視を着実に実施することによ

り、労働災害防止の抑止効果が発揮された。（監督補助業務） 

・配置技術者の技術力向上のため、独自の研修会・講習会の実施や、

技術的なサポート体制を構築することにより、適切な施工管理が遂

行され、円滑な事業執行に寄与した。（技術審査補助業務、監督補助

業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

・工事の設計変更時や年末等の集中時において、社内から支援者を投

入することで業務工程の遅延防止や作業の平準化を可能とした。

（監督補助業務） 

・万が一の工事事故や滑走路上の落下物などのトラブルに備え、発注

者からの点検・調査等の要請に臨機応変に対応できる経験者を配置

し、臨機応変・応急的に対応できる実施体制を整えた。（監督補助業

務） 

・過去の資料作成事例を共有化し、経験者を配置、またその指導によ

り迅速、的確に対応できるようにした。（監督補助業務） 

・施工トラブルの防止、緊張感のある現場管理を図るため請負者から

の協議等に対するスピード感のある報告・連絡・相談等を実施し、

「クイックレスポンス」に努めることで請負者と発注者との協議が

スムーズとなった。（監督補助業務） 

・タブレットや電子黒板を用いることにより資料作成及び確認を迅速

に対応できるようにした。（監督補助業務） 

・ドローンを用いた空撮動画を観察することで迅速に施設状況の確認

ができるようにした。（監督補助業務） 

 

（３）実施経費 

本業務は、業務毎に実施内容、業務量、実施期間等が異なるため、評価対象業務と従

前の業務の経費を直接比較することは適当ではない。そのため、平均応札者数及び１者

応札の割合の推移により競争性の観点、平均落札率の推移により経費削減の観点につい

て評価を行う。 

①平均応札者数の推移 

評価対象業務における平均応札者数は、発注補助業務及び技術審査補助業務では従

前と変わらず 1.0者のままである。また、品質監視補助及び施工状況確認補助業務は

従前より減少し 1.2者となっており、監督補助業務についても減少傾向である。全体

としては、平成 29年度複数年契約業務が 1.2者、平成 30年度単年契約業務が 1.1者

となっており、従前の業務の 1.6者と比較して減少している。 
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表 年度別平均応札者数の推移 

 

 

平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（2ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 

発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 1.0 者 1.0 者 1.0 者 

技術審査補助業務 1.0 者 1.0 者 1.0 者 

監督補助業務 2.3 者 1.4 者 1.3 者 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
1.3 者 1.2 者 1.0 者 

全 体 1.6 者 1.2 者 1.1 者 

 

②１者応札の割合の推移 

評価対象業務における１者応札の割合は、発注補助業務、技術審査補助業務、平成 30

年度における品質管理業務及び施行状況確認補助業務で 100％となっている。また、監

督補助業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務では、平成 29年度複数年契約及び

平成 30 年度単年契約ともに従前の業務と比較して増加している。全体としては、平成

29年度複数年契約業務が 85.3％、平成 30 年度単年契約業務が 88.6％となっており、従

前の業務の 64.5％と比較すると、ともに大きく増加している。  

 

表 年度別１者応札割合の推移 

 

 

平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（２ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 

発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

技術審査補助業務 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

監督補助業務 34.4 ％ 78.6 ％ 72.2 ％ 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
77.2 ％ 84.6 ％ 100 ％ 

全 体 64.5 ％ 85.3 ％ 88.6 ％ 

 

③平均落札率の推移 

評価対象業務における平均落札率は、平成 29年度複数年契約業務が 92.2％、平成

30年度単年契約業務は 91.9％となっており、従前の業務と比較するとやや増加してい

る。他の業務と比較すると監督補助業務の平均落札率が低い傾向が見られる。 

 

表 年度別平均落札率の推移 

 

 

平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（2ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 
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発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 96.0 % 95.4 % 95.1 % 

技術審査補助業務 98.3 % 94.5 % 93.0 % 

監督補助業務 85.6 % 90.5 % 90.4 % 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
95.5 % 92.5 % 91.3 % 

全 体 91.6 % 92.2 % 91.9 % 

 

（４）選定の際の課題に対応する改善 

課題 競争性に課題が認められたところ、入札公告期間の前倒し、入札参加者

の資格要件及び実績要件の緩和、業務実績評価の見直し等、入札参加資格

の緩和、発注単位の見直しを実施したが、結果１者応札割合の改善には至

っておらず、課題が残った。 

 

（５）発注単位の見直しによる分割発注の実施結果 

平成30年度に国土交通省が実施した民間事業者へのアンケート結果から「回答者の

約３割が、発注ロットが大きく必要な人員が確保できなかった」との回答を得られた

ことから、同年度の入札においては、発注規模の大きい４件の業務を８件へ分割して

発注を行い、競争性の向上を図った。 

しかしながら、分割発注を行った案件については、全て１者応札となったことに加

え、平均落札率も93.1％と高く、それ以外の平均落札率91.4％と比較しても2.3％上回

ってしまったことから、競争性改善の効果が認められるとは言えない結果となった。 

 

（６）評価のまとめ 

本業務において確保されるべき公共サービスの質は、民間競争入札実施前とほぼ同

等の平均総合評定点であり、実施要項において実績として認められる業務成績60点以

上であったことから、達成されていると評価できる。また、民間事業者の改善提案に

より業務品質の維持向上が図られている。 

一方、競争性の観点については、発注補助業務及び技術審査補助業務においては、

１者応札のみの状況が継続しているほか、監督補助業務、品質監視補助及び施工状況

確認補助業務においても平均応札者数が減少しており、改善の傾向は見られていな

い。 

また、経費削減の観点についても、全体の平均落札率は民間競争入札実施前と比べ

て変化は見られず、大きな改善がされたとはいえない。 

上記により、競争性及び経費削減の観点において引き続き課題が認められる。 

 

（７）今後の方針 
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本業務については、競争性に課題が残っていることに加え、国土交通省から品質を

確保しつつ競争性の改善に向けた取組が必要であるとの意向が示されたことから、次

期においても民間競争入札を実施することが望ましい。 

しかし、本業務は、これまで資格要件の緩和、事業の複数年化、入札時期の早期化

など競争性確保のための様々な取組を行ってきたが、１者応札の割合等について大き

な改善が見られていないところである。そのため、今後の競争性改善に向けた取組に

ついては、これまで実施してきた取組の効果を分析し、本業務における競争性の改善

が十分に見込めるかどうかを検討した上で取組を実施する必要がある。 

また、国土交通省から、令和元年度の取組として、前期と同様に民間事業者に対し

要件緩和等の要望に関するアンケート調査を実施し、その結果を基に今後の１者応札

の改善に向けた対応を検討していくとの方向性が示された。 

そこで国土交通省には、アンケートを実施するにあたり、以下の２点について検討

を求めることとする。 

・ 令和元年度に実施するアンケートの対象者及び調査内容を決定する際には、これ

までの競争性改善の取組の実施結果を考慮した上で検討すること。 

・ アンケートの回答結果に基づき、１者応札率が減少しない理由について分析を行

い、その分析結果を踏まえて、競争性改善に向けた取組を検討すること。 

なお、本業務は、平成24年度から民間競争入札を開始し、本評価で７期目となって

いることから、次回以降の評価については、今後の１者応札の改善に向けた取組の実

施結果を踏まえ、今後も民間競争入札を継続すべきか総合的に判断する必要があると

思われる。 
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令和元年 7月 26日 

国土交通省 

内閣府 

平成 30年度 港湾、空港における発注者支援業務の実施状況について 

１．概要 

（１）事業の概要

公共サービス改革基本方針（平成 23 年 7 月 15 日閣議決定）別表において民間競争入札の対

象として選定された港湾、空港における発注者支援業務については、競争の導入による公共サー

ビスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号。以下「公共サービス改革法」という。）の規

定に基づき、平成 24年度から単年度又は複数年の契約期間により民間競争入札を実施した。 

本年度の実施状況報告においては、平成 30 年度に業務が完了した、平成 29 年度の複数年度

（2ヶ年）及び平成 30年度の単年度契約期間で実施した事業について報告するものである。 

（２）対象事業

発注者支援業務  78件（H30単年度 44件  H29 複数年度 34件） 

（発注補助業務、技術審査補助業務、監督補助業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

※組み合わせ業務については、主な業務内容により分類して計上している。

（３）受託事業者

ア (一財)港湾空港総合技術サービスセンター  45 件（約 58％） 

（以下、「ＳＣＯＰＥ」という）

イ ＳＣＯＰＥ＋民間ＪＶ  6件（約 8％） 

ウ その他（民間）  27 件（約 34％） 

（４）確保すべき公共サービスの質

確保されるべき対象公共サービスの質と達成水準のモニタリングの方法については、「別紙１」

のとおりであり、業務成績評定に反映することにより評価するものとする。

　別　添 
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２．対象公共サービスの実施内容に関する評価 

（１）対象公共サービスの質についての達成状況 

   国土交通省が発注した平成 23年度に完了した業務の平均総合評定点と、公共サービス改革法

による契約手続きを行った今回対象業務の平均総合評定点「別紙２」を比較し、その結果を考察

することにより評価するものとした。 

 

   評価対象業務の平均総合評定点は、民間競争入札導入前の平成 23年度業務の平均総合評定点

と比較し、若干の増減はあるものの概ね同等の結果であった。 

   平成 30 年度業務に関して特段の問題は報告されていないことから、評価対象業務についても

各受託事業者が業務内容、仕様書等を踏まえ、適切に業務が実施されたものと考えている。 

   なお、すべての評価対象業務は、実施要項において実績と認められる業務成績 60点以上であ

ったことから、発注者が求める業務品質は確保されているものと考える。 

 

■年度別平均総合評定点 

 

 

平成23年度 

平均評定点 

（単年度） 

平成29年度 

平均評定点 

（2ヶ年） 

平成30年度 

平均評定点 

（単年度） 

発注者

支援 

発注補助業務 75.9点 77.0点 77.8点 

技術審査補助業務 77.4点 78.0点 78.6点 

監督補助業務 75.5点 77.2点 77.2点 

品質監視補助及び施工状況確認補助業務 77.2点 77.1点 77.2点 

全 体 76.4点 77.2点 77.5点 

 

（２）民間事業者が実施した創意工夫の事例 

    業務を実施するにあたって、民間事業者から、公共サービスの質の向上のため、取り組むべ

き業務実施の具体的な方法、業務の質の確保方法等の提案や業務の特性に応じた提案等があ

ったものについてその事例を報告する。 

 

  ア 業務の実施方針に関する提案内容及び実施状況 

   ・執務室に間仕切りとして第二の扉を設け、業務従事者以外の入室を制限することにより、情

報管理がより一層徹底された。（発注補助業務、技術審査補助業務） 

・施工箇所の事前現地調査を行い、施工にあたっての制約等の現場条件を確認、留意事項を把

握することにより、迅速かつ適切に業務が遂行され、円滑な事業執行に寄与した。（技術審

査補助業務） 

   ・業務の品質確保・向上を図るための定期的な内部監査の実施や、繁忙期及び緊急時の支援体

制を構築することで、業務全般に係る質の向上に寄与した。（品質監視補助及び施工状況確

認補助業務） 

   ・代替要員確保及び安全管理者設置等社内バックアップ体制確保により円滑で安定的な業務

履行がなされた。（監督補助業務） 

   ・監督補助者による施工計画書のチェックを事前に行った上で、受発注者双方が施工内容を

確認する施工会議、週間工程会議及び月間連絡調整会議に参加し、定期的に工事内容の情

報共有を行った。（監督補助業務） 

・ＰＣ盗難防止チェーンの使用とファイヤーウォールを構築し、データの喪失・漏洩防止を行

い、電力供給トラブルの防止として、無停電電源装置を設置した。（監督補助業務） 

   ・担当技術者の中で最も経験豊富な技術者をチームリーダーとし、発注者とのコミュニケー

ションのサポート役と担当技術者のまとめ役とすることで、担当技術者間だけでなく発注

者との連携も良くなった。（監督補助業務） 
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・担当技術者の技術力の維持・向上を目的に、技術者研修を春と秋の２回実施した。（発注補

助業務、監督補助業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

    ・港湾業務艇等からの転落防止対策について、あらかじめリストアップし共有することで、無

事故で業務を完了できた。（監督補助業務） 

 

  イ 業務に対する技術提案内容及び実施状況 

・豊富な実績を有する技術者を配置し、創意工夫した週間工程表による作成・指示・伝達サイ

クルの実施、確実な資料作成や照査など、的確な業務の実施が図られた。（監督補助業務、品

質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

・安全確認の確実な実施のため、独自の点検チェックシートを活用し、点検結果を調査職員に

報告し、安全巡視を着実に実施することにより、労働災害防止の抑止効果が発揮された。（監

督補助業務） 

・配置技術者の技術力向上のため、独自の研修会・講習会の実施や、技術的なサポート体制を

構築することにより、適切な施工管理が遂行され、円滑な事業執行に寄与した。（技術審査

補助業務、監督補助業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務） 

・工事の設計変更時や年末等の集中時において、社内から支援者を投入することで業務工程の

遅延防止や作業の平準化を可能とした。（監督補助業務） 

・万が一の工事事故や滑走路上の落下物などのトラブルに備え、発注者からの点検・調査等の

要請に臨機応変に対応できる経験者を配置し、臨機応変・応急的に対応できる実施体制を整

えた。（監督補助業務） 

・過去の資料作成事例を共有化し、経験者を配置、またその指導により迅速、的確に対応でき

るようにした。（監督補助業務） 

・施工トラブルの防止、緊張感のある現場管理を図るため請負者からの協議等に対するスピー

ド感のある報告・連絡・相談等を実施し、「クイックレスポンス」に努めることで請負者と発

注者との協議がスムーズとなった。（監督補助業務） 

・タブレットや電子黒板を用いることにより資料作成及び確認を迅速に対応できるようにした。

（監督補助業務） 

・ドローンを用いた空撮動画を観察することで迅速に施設状況の確認ができるようにした。（監

督補助業務） 

 

３．実施経費についての評価 

本業務は、それぞれの業務毎に実施内容、業務量、実施期間等が異なるため、公共サービス改

革法の対象事業と従前事業の経費を直接比較することは技術的に困難であることから、競争性

の観点については平均応札者数及び１者応札の割合の推移により、経費削減の観点については

平均落札率の推移により評価を行うこととした。 

 

（１） 平均応札者数の推移 

   １業務あたり平均応札者は、民間競争入札導入前の平成 23年度に比べ、減少している。 

 

  ■年度別平均応札者数の推移 

 

 

平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（2ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 

発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 1.0 者 1.0 者 1.0 者 

技術審査補助業務 1.0 者 1.0 者 1.0 者 

監督補助業務 2.3 者 1.4 者 1.3 者 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
1.3 者 1.2 者 1.0 者 

全 体 1.6 者 1.2 者 1.1 者 
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（２）一者応札割合の推移 

評価対象業務全体の一者応札の割合は、平成 29年度発注業務（2 ヶ年）が 85.3％、平成 30

年度発注業務（単年度）が 88.6％となっており、民間競争入札導入前の平成 23 年度業務の

64.5％と比較すると、増加している。 

 

  ■年度別一者応札割合の推移 

 

 
平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（2ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 

発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

技術審査補助業務 100 ％ 100 ％ 100 ％ 

監督補助業務 34.4 ％ 78.6 ％ 72.2 ％ 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
77.2 ％ 84.6 ％ 100 ％ 

全 体 64.5 ％ 85.3 ％ 88.6 ％ 

 

（３）平均落札率の推移 

評価対象業務全体の１業務当たりの平均落札率は、平成29年度発注業務（2ヶ年）が92.2％、

平成 30 年度発注業務（単年度）が 91.9％となっており、民間競争入札実施前の平成 23 年度

業務の 91.6％と同程度である。 

 

  ■年度別平均落札率の推移 

 

 
平成23年度 

（単年度） 

平成29年度 

（2ヶ年） 

平成30年度 

（単年度） 

発注者

支援 

 

 

 

発注補助業務 96.0 ％ 95.4 ％ 95.1 ％ 

技術審査補助業務 98.3 ％ 94.5 ％ 93.0 ％ 

監督補助業務 85.6 ％ 90.5 ％ 90.4 ％ 

品質監視補助及び施工状況確認

補助業務 
95.5 ％ 92.5 ％ 91.3 ％ 

全 体 91.6 ％ 92.2 ％ 91.9 ％ 
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４．まとめ 

（１）評価の総括 

 本業務の実施において、評価に用いた平成30年度完了業務の業務成績評定点は、民間競

争入札実施前とほぼ同等の平均総合評定点であることから、確保されるべき公共サービス

の質は、十分達成されているものと考えられる。また、民間事業者の創意工夫により、業

務品質の確保が図られている。 

民間競争入札導入後、本業務の応札者数は減少する一方で、１者応札の割合は増加して

おり、競争性の観点については改善には至っていない。経費削減の観点についても変化は

見られていない。 

競争性の観点については、これまで、入札参加要件の緩和や発注単位の見直し等を行い

つつ、民間事業者のノウハウの蓄積につながる取り組みなど、民間企業が参入しやすい環

境作りに取り組んできたところであるが、近年の受注競争の激化、担い手不足への懸念な

ど、建設コンサルタント等業務の市場環境が厳しい中で、民間企業の入札参加状況は足踏

みしている傾向が見られる。 

 

（２）今後の方針 

港湾・空港における発注者支援業務等については、平成 24年度より単年度又は複数年の

契約期間により民間競争入札を実施している。今回の平成 30年度業務の評価において、確

保されるべき公共サービスの質は、民間競争入札実施前とほぼ同等の平均総合評定点である

ことから業務品質の確保が図られているが、競争性については、民間競争入札実施前と比べ

て改善に至っていないことから、今後も、競争性の改善に向けた取り組みを継続していくこ

とが必要であると考えている。 

今後の競争性の改善に向けた対策については、民間企業への具体的な要件の緩和等に関す

るアンケート調査等を実施し、今後の対応を検討することを考えている。 
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参 考 資 料 

 

【契約相手別の対象公共サービスの実施状況】 

 

（１）契約状況 

評価対象業務の契約状況については、「ＳＣＯＰＥ＋民間ＪＶ」とその他（以下、民間企業（Ｊ

Ｖ含む）という。）の受注割合は、平成 29 年度、平成 30 年度でそれぞれ、56％、39％であっ

た。 

 

■契約相手別の受注割合状況 
 

 
 

（２）平均落札率の状況  

平均落札率に関しては、民間競争入札実施前と比較し、ＳＣＯＰＥ、ＪＶについては、やや減

少しているが、民間については増加しており、ＳＣＯＰＥと民間の差が縮まっている傾向が見

られる。 

 

■契約相手別の平均落札率 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SCOPE＋民間JV その他

H30（単年） 61％（27件） 12％（5件） 27％（12件） 39％（17件） 44件

H29（2ヶ年） 44％（15件） 12％（4件） 44％（15件） 56％（19件） 34件

H23（単年） 52％（73件） 13％（19件） 35％（49件） 48％（68件） 141件

発注者支援業務

SCOPE 小計 計

H30（単年） 93.8% 90.0% 88.4% 91.9%

H29（2ヶ年） 93.1% 94.4% 90.8% 92.2%

H23（単年） 96.0% 96.0% 85.0% 92.0%

SCOPE 計

発注者支援業務

SCOPE＋民間JV その他
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（３）業務実施者別の対象公共サービスの質についての達成状況 

   本業務は、更なる民間事業者の参入を目的として民間競争入札を実施しており、対象業務に

ついて、これまで数多くの業務を受注してきたＳＣＯＰＥと民間企業の平均総合評定点「別紙

３」を比較することにより評価するものとしたが、発注補助業務及び技術審査補助業務につい

ては、民間企業（ＪＶ含む）の参入が無かったため、サービスの質の比較は出来なかった。 

   監督補助業務及び品質監視補助及び施工状況確認補助業務については、ＳＣＯＰＥと民間企

業（ＪＶ含む）の平均評定点に関しては、大きな違いは見られないため、サービスの質の維持

は、概ね図られているものと考える。 

 

■平成 30年度 平均評定点比較 

 

 

① ② ①’ ②’ ①－①’ ②－②’

H29（2ヶ年） H30（単年） H29（2ヶ年） H30（単年） H29（2ヶ年） H30（単年）

発注補助業務 77.0　点 77.8　点 － － － －

技術審査補助業務 78.0　点 78.6　点 － － － －

監督補助業務 － 78.1　点 77.2　点 76.4　点 － 1.7　点

品質監視補助　及び
施工状況確認補助業務

77.1　点 77.6　点 77.0　点 76.3　点 0.1　点 1.3　点

SCOPE 民間（JV含む） 差



確保されるべき対象公共サービスの質と達成水準のモニタリングの方法 別紙１

業務名 確保されるべき対象公共サービスの質 達成水準のモニタリングの方法（業務評価）

発注補助業務

（１）積算に必要な現地調査
業務発注担当部署から貸与された設計資料等を参考に現地調査を行い、設計思想、留意事項、及びその他必要事項を充分に把握し、適正に実施すること。
（２）工事発注図面及び数量総括表（数量計算書）の作成
設計資料等及び現地調査を基に、工事発注に必要な図面及び数量総括表（数量計算書）を適正に作成すること。
（３）積算根拠資料作成
「港湾請負工事積算基準」等を十分理解し、適正に実施すること。
（４）積算システムへの積算データ入力（データリストの作成）
積算資料を基に適正に積算データの入力を行うこと。

（１）業務の執行状況にかかる評価項目
１）専門技術力
①目的と内容の理解（業務主旨の理解）
②的確な履行（法令･技術基準の知識、業務内容についての判断）
③業務目的の達成度（必要事項の記載、的確な取りまとめ）
２）管理技術力
①業務実施体制の的確性
②打ち合わせの理解度
③指揮系統の迅速性、確実性
３）取組姿勢（責任感、積極性、倫理観）
（２）業務執行上の過失等にかかる評価項目
１）業務執行上の過失
２）中立性、公平性に係る過失
３）守秘性に係る過失
４）事故等
５）損害賠償

技術審査補助業務

（１）工事発注資料の作成
指定された業務内容を実施し、業務発注担当部署から示された様式、条件が的確に踏まえられていること。
（２）競争参加資格確認申請書等の分析・整理
１）現地調査
指定された業務内容を実施し、現地調査における着眼点、調査内容、調査結果が工事特性を整理するために的確なものであること。
２）競争参加資格の確認・整理
①競争参加資格の確認・整理
指定された業務内容を実施し、競争参加資格確認のための確認項目が網羅され的確に確認されていること。また、確認項目の適否の判断結果について根拠
資料を含め明瞭に整理されていること。
（３）総合評価項目の分析・整理
指定された業務内容を実施し、工事の入札参加者が提出した競争参加資格確認申請書等について、工事の施工における専門的技術力を発揮するとともに、工
事の特性に応じた技術基準等に基づき的確に分析されていること。
また、分析した結果について根拠資料を含め明瞭に整理されているとともに、業務発注担当部署が工事入札参加者に対して実施するヒアリングにおいて確認
が必要な事項等についても、同様に明瞭に整理されていること。
（４）委員会等の資料の作成
業務発注担当部署が指示した条件に基づき、技術審査会、ＶＥ審査委員会及び入札契約手続運営委員会、総合評価技術委員会等の委員会毎に的確で明瞭
な基礎資料の作成を行うこと。

（１）業務の執行状況にかかる評価項目
１）専門技術力
①目的と内容の理解（業務主旨の理解）
②的確な履行（法令･技術基準の知識、業務内容についての判断）
③業務目的の達成度（必要事項の記載、的確な取りまとめ）
２）管理技術力
①業務実施体制の的確性
②打ち合わせの理解度
③指揮系統の迅速性、確実性
３）取組姿勢（責任感、積極性、倫理観）
（２）業務執行上の過失等にかかる評価項目
１）業務執行上の過失
２）中立性、公平性に係る過失
３）守秘性に係る過失
４）事故等
５）損害賠償

監督補助業務

（１）請負工事の契約の履行に必要な資料作成等
指定された業務内容を実施し、業務発注担当部署から示された様式、条件が的確に踏まえられていること。
（２）地元及び関係機関との協議・調整に必要な資料の作成
指定された業務内容を実施し、業務発注担当部署から示された様式、条件が的確に踏まえられていること。
（３）請負工事の安全対策の確認等
指定された業務内容を実施し、業務発注担当部署から示された様式、条件が的確に踏まえられていること。
（４）その他
業務の実施にあたって、工事請負者又は外部から通知等を受けた場合は、速やかに調査職員にその内容を正確に伝えること。また、調査職員の指示が管理
技術者に円滑かつ正確に伝えられるとともに、速やかに対応する体制がとられていること。

（１）業務の執行状況にかかる評価項目
１）専門技術力
①目的と内容の理解（業務主旨の理解）
②的確な履行（法令･技術基準の知識、業務内容についての判断、関係者とのコミュニケー
ション）
③業務目的の達成度（必要事項の記載、的確な取りまとめ）
２）管理技術力
①業務実施体制の的確性
②打ち合わせの理解度
③指揮系統の迅速性、確実性
３）取組姿勢（責任感、積極性、倫理観）
（２）業務執行上の過失等にかかる評価項目
１）業務執行上の過失
２）中立性、公平性に係る過失
３）守秘性に係る過失
４）事故等
５）損害賠償



品質監視補助及び施
工状況確認補助業務

（１）請負工事の施工状況の照合等
１）業務の実施にあたっては、港湾工事共通仕様書等を十分理解し、適正に実施すること。
２）業務の実施にあたって、工事請負者又は外部への連絡若しくは通知を行う場合は、その内容を正確に相手に伝えること。
３）業務の実施にあたって、関係法令等、請負工事の契約書及び設計図書等の内容を十分理解し、工事現場の状況についても精通しておくこと。
４）担当技術者は、管理技術者に指示された内容を適正に実施するものとし、設計図書に定めのある他、工事請負者に対して指示、又は承諾を行ってはならな
い。
（２）工事検査等への臨場
既済部分検査、完成検査、指定部分検査、段階検査（給付）、段階検査（技術）に臨場すること。
（３）その他
業務の実施にあたって、工事請負者又は外部から通知等を受けた場合は、速やかに調査職員にその内容を正確に伝えること。また、調査職員の指示が管理
技術者に円滑かつ正確に伝えられるとともに、速やかに対応する体制がとられていること。

（１）業務の執行状況にかかる評価項目
１）専門技術力
①目的と内容の理解（業務主旨の理解）
②的確な履行（法令･技術基準の知識、業務内容についての判断、関係者との
コミュニケーション）
③業務目的の達成度（必要事項の記載、的確な取りまとめ）
２）管理技術力
①業務実施体制の的確性
②打ち合わせの理解度
③指揮系統の迅速性、確実性
３）取組姿勢（責任感、積極性、倫理観）
（２）業務執行上の過失等にかかる評価項目
１）業務執行上の過失
２）中立性、公平性に係る過失
３）守秘性に係る過失
４）事故等
５）損害賠償



平成29年度（複数年：２カ年）及び平成30年度（単年）　発注者支援業務　成績評定集計表 別紙２
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北開 札幌開発建設部 新千歳空港監督等補助業務 監督補助 H30.1.19 H30.3.8 H30.4.12 単年度 H30.4.13 H31.3.15 77,944 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 24.0 14.4 12.0 6.0 11.2 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 小樽開発建設部 美国漁港外６港発注補助業務 発注補助 H30.1.5 H30.2.26 H30.4.2 単年度 H30.4.3 H31.3.25 16,740 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 22.2 9.6 3.6 9.8 6.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

北開 小樽開発建設部 小樽港外１港　監督等補助業務 監督補助 H30.1.19 H30.3.14 H30.4.19 単年度 H30.4.20 H30.12.10 20,239 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 28.8 14.4 10.8 3.6 9.8 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

北開 室蘭開発建設部 登別漁港外２港監督等補助業務 監督補助 H30.1.5 H30.2.22 H30.4.2 単年度 H30.4.3 H31.3.22 37,033 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 26.4 15.6 9.6 6.0 9.8 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 室蘭開発建設部 三石漁港外４港監督等補助業務 監督補助 H30.1.5 H30.2.22 H30.4.2 単年度 H30.4.3 H31.3.22 35,856
北日本港湾コン
サルタント(株)

北海道札幌市 4.8 28.8 13.8 12.0 6.0 8.4 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

北開 網走開発建設部 サロマ湖漁港外２港監督補助業務 監督補助 H30.1.26 H30.3.14 H30.4.13 単年度 H30.4.13 H31.3.22 66,020 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 28.8 14.4 10.8 6.0 7.0 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

北開 釧路開発建設部 厚岸漁港監督等補助業務 監督補助 H30.1.15 H30.3.6 H30.4.6 単年度 H30.4.6 H31.3.26 34,884
北日本港湾コン
サルタント（株）

北海道札幌市 4.8 26.4 14.4 12.0 6.0 8.4 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 釧路開発建設部 羅臼漁港外４港監督等補助業務 監督補助 H30.1.15 H30.3.6 H30.4.6 単年度 H30.4.6 H31.3.22 38,038 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 26.4 13.8 10.8 6.0 11.2 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 釧路開発建設部 歯舞漁港外７港発注補助業務 発注補助 H30.1.15 H30.3.6 H30.4.6 単年度 H30.4.6 H31.3.22 60,880 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 24.0 9.6 6.0 11.2 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0

北開 函館開発建設部 大島漁港外７港監督等補助業務 監督補助 H30.1.29 H30.3.15 H30.4.23 単年度 H30.4.24 H31.3.25 32,162 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 28.8 14.4 12.0 3.6 11.2 6.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 81.0

北開 函館開発建設部 大島漁港外５港発注補助業務 発注補助 H30.1.15 H30.3.1 H30.4.9 単年度 H30.4.10 H31.3.25 16,956 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 24.0 9.6 3.6 11.2 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 留萌開発建設部 遠別漁港外６港発注補助業務 発注補助 H30.1.19 H30.3.7 H30.4.18 単年度 H30.4.18 H31.3.8 24,829 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 16.8 24.0 10.8 6.0 8.4 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 留萌開発建設部 苫前漁港外６港監督等補助業務 監督補助 H30.1.5 H30.2.21 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.22 39,323 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 28.8 14.4 10.8 3.6 9.8 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 稚内開発建設部 東浦漁港外４港監督等補助業務 監督補助 H30.1.5 H30.2.22 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.2.28 48,276
パブリックコンサ
ルタント(株)

北海道札幌市 4.8 28.8 14.4 12.0 3.6 8.4 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

北開 稚内開発建設部 仙法志漁港外４港監督等補助業務 監督補助 H30.1.5 H30.2.22 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.2.13 34,290 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 15.0 12.0 6.0 11.2 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

東北
八戸港湾・空港
整備事務所

八戸港外監督補助業務 監督補助 H29.12.27 H30.2.21 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 57,132 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 14.4 11.2 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

東北 港湾空港部
東北地方整備局管内技術審
査補助業務

技術審査補助 H29.12.27 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.20 25,002 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 20.4 12.6 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

東北
釜石港湾事務
所

久慈港監督補助業務 監督補助 H28.12.27 H29.2.22 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.28 34,560 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 13.8 12.6 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
鹿島港湾・空港
整備事務所

鹿島港他監督補助業務 監督補助 H29.12.25 H30.2.13 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 75,600
ニシキコンサル
タント（株）

東京都千代田区 4.8 24.0 13.8 12.6 4.2 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 74.0

関東
鹿島港湾・空港
整備事務所

鹿島港施工状況確認等補助
業務

施工状況品質監
視

H30.1.5 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 38,340 （株）シーラム 東京都江東区 4.8 28.8 14.4 11.2 4.2 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

関東
鹿島港湾・空港
整備事務所

鹿島港他発注補助業務 発注補助 H30.1.5 H30.2.13 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 25,812 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 3.6 19.2 24.0 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0
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契
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日

契約期間

契約額
(千円:
税込）

受注者名（ＪＶの場合は主たる会
社名）

業務評定　　評価項目

区
分

始 終
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関東
鹿島港湾・空港
整備事務所

茨城港施工状況確認等補助
業務

施工状況品質監
視

H29.12.25 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 73,116 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 14.4 14.0 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
千葉港湾事務
所

千葉港他施工関係資料作成
等業務

施工状況品質監
視

H30.1.4 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 38,070 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 21.6 13.8 11.2 7.0 14.0 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
千葉港湾事務
所

千葉港他発注補助業務 発注補助 H30.1.4 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.25 10,152 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 16.8 25.8 8.4 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
京浜港湾事務
所

京浜港監督補助業務 監督補助 H30.1.4 H30.2.19 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 57,348 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 13.8 11.2 4.2 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

関東
東京湾口航路
事務所

東京湾中央航路施工及び調
査関係資料作成業務

施工状況品質監
視

H30.2.1 H30.3.14 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 19,181 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 3.6 14.4 24.0 14.0 7.0 8.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

関東
東京空港整備
事務所

東京国際空港発注補助業務 発注補助 H30.1.10 H30.2.19 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 66,744 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 21.6 24.0 9.8 4.2 8.4 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

関東 港湾空港部
関東地方整備局管内港湾・空
港技術審査補助業務

技術審査補助 H29.12.22 H30.2.13 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.25 7,668 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 16.8 24.0 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

関東
東京港湾事務
所

東京港施工状況確認補助業
務

施工状況品質監
視

H29.1.25 H29.2.27 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.31 392,040 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 26.4 13.2 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

関東
東京港湾事務
所

東京港監督補助業務 監督補助 H29.1.25 H29.2.27 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.31 198,396 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 13.8 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

関東
京浜港湾事務
所

京浜港施工状況等確認補助
業務

施工状況品質監
視

H29.1.12 H29.2.24 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.31 151,200 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 26.4 14.4 11.2 7.0 8.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
京浜港湾事務
所

京浜港監督補助業務 監督補助 H29.1.12 H29.2.24 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.31 115,668 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 15.0 11.2 7.0 8.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

関東
京浜港湾事務
所

京浜港発注補助業務 発注補助 H29.1.12 H29.2.24 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 45,900 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 24.0 8.4 4.2 11.2 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

関東
東京空港整備
事務所

東京国際空港監督補助業務 監督補助 H29.1.10 H29.2.24 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.31 424,440
（株）日本空港コ
ンサルタンツ

東京都中央区 4.8 26.4 13.8 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

北陸 港湾空港部 発注者補助業務 発注補助 H29.12.27 H30.2.15 H30.4.2 単年度 H30.4.2 R2.3.23 15,984 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 24.0 11.2 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

北陸 港湾空港部 技術審査等補助業務 技術審査補助 H28.12.22 H29.2.14 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.25 56,376 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 16.8 24.0 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

中部
四日市港湾事
務所

四日市港湾事務所品質監視
等補助業務

施工状況品質監
視

H29.12.27 H30.2.14 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 57,240 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 24.0 14.4 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

中部 港湾空港部
中部地方整備局発注補助業
務

発注補助 H29.12.27 H30.2.14 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 54,540 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 16.8 24.0 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

中部 港湾空港部
中部地方整備局技術審査補
助業務

技術審査補助 H29.12.27 H30.2.14 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 29,700 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 16.8 22.2 12.6 4.2 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

中部
清水港湾事務
所

清水港湾事務所監督等補助
業務

監督補助 H28.12.26 H29.2.14 H29.4.1 2年国債 H29.4.1 H31.3.29 211,680
マリンテクノロ
ジー（株）

東京都目黒区 4.8 26.4 13.8 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

中部
四日市港湾事
務所

津松阪港湾事務所監督等補
助業務

監督補助 H28.12.26 H29.2.15 H29.4.1 2年国債 H29.4.1 H31.3.29 114,696 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 14.4 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

中部
清水港湾事務
所

清水港湾事務所品質監視等
補助業務

施工状況品質監
視

H28.12.26 H29.2.14 H29.4.1 2年国債 H29.4.1 H31.3.29 73,440 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 24.0 15.0 14.0 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0
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中部
四日市港湾事
務所

津松坂港湾事務所品質監視
等補助業務

施工状況品質監
視

H28.12.26 H29.2.15 H29.4.1 2年国債 H29.4.1 H31.3.29 79,920 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 14.4 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

近畿
神戸港湾事務
所

神戸港等監督補助業務 監督補助 H28.12.28 H29.2.17 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 162,000 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 24.0 14.4 14.0 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

近畿
神戸港湾事務
所

神戸港等施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H28.12.28 H29.2.17 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 156,384 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 24.0 14.4 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 74.0

近畿
大阪港湾・空港
整備事務所

大阪港等監督補助業務 監督補助 H28.12.28 H29.2.17 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 155,520
パシフィックコン
サルタンツ（株）

東京都千代田区 4.8 26.4 14.4 11.2 7.0 8.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

近畿
大阪港湾・空港
整備事務所

大阪港等施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H28.12.28 H29.2.17 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 190,944 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 28.8 14.4 14.0 4.2 8.4 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

中国
境港湾・空港整
備事務所

浜田港監督等補助業務 監督補助 H29.12.26 H30.2.16 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 36,720
（株）エイト日本
技術開発

岡山県岡山市 6.0 24.0 12.0 12.6 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

中国
境港湾・空港整
備事務所

浜田港施工状況確認等補助
業務

施工状況品質監
視

H29.12.26 H30.2.16 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 38,880 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 24.0 13.8 14.0 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

中国
境港湾・空港整
備事務所

境港等監督等補助業務 監督補助 H29.12.26 H30.2.16 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 20,520
ニシキコンサル
タント（株）

東京都千代田区 4.8 26.4 13.8 11.2 4.2 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

中国
宇部港湾・空港
整備事務所

宇部港等施工状況確認補助
業務

施工状況品質監
視

H29.12.26 H30.2.15 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 21,600 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 13.2 14.0 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

中国
宇部港湾・空港
整備事務所

宇部港等監督等補助業務 監督補助 H29.12.26 H30.2.15 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.31 18,673
ニシキコンサル
タント（株）

東京都千代田区 4.8 26.4 10.8 12.6 4.2 14.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

中国
宇野港湾事務
所

水島港施工状況確認等補助
業務

施工状況品質監
視

H29.1.17 H29.2.27 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 81,000 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 26.4 14.4 12.6 4.2 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

中国
広島港湾・空港
整備事務所

広島港等施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H28.12.27 H29.2.20 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 233,280 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 24.0 13.8 14.0 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

中国
広島港湾・空港
整備事務所

広島港等監督等補助業務 監督補助 H28.12.27 H29.2.20 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 161,460 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 24.0 13.8 14.0 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

中国 港湾空港部 管内技術審査資料作成業務 技術審査補助 H28.12.27 H29.2.20 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 33,480 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 22.2 11.2 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

四国
松山港湾・空港
整備事務所

松山港湾・空港整備事務所品
質監視等補助業務

施工状況品質監
視

H28.12.26 H29.2.15 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.25 165,780 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 14.4 14.0 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

四国
松山港湾・空港
整備事務所

松山港湾・空港整備事務所監
督等補助業務

監督補助 H28.12.26 H29.2.15 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.25 51,786
日本インフラマ
ネジメント(株)

岡山県岡山市 4.8 24.0 14.4 11.2 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

四国
高松港湾・空港
整備事務所

高松港湾・空港整備事務所品
質監視等補助業務

施工状況品質監
視

H28.12.26 H29.2.15 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.25 92,556 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 24.0 12.0 14.0 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

九州
博多港湾・空港
整備事務所

福岡空港施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H29.12.27 H30.3.1 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.27 165,240 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 24.0 13.2 14.0 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

九州
北九州港湾・空
港整備事務所

北九州港外施工状況確認等
補助業務

施工状況品質監
視

H29.12.27 H30.3.1 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.26 108,000 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 26.4 13.2 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

九州
別府港湾・空港
整備事務所

別府港外施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H29.12.27 H30.3.5 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.27 73,980 ＳＣＯＰＥ（JV） 東京都千代田区 4.8 24.0 13.8 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

九州
下関港湾事務
所

下関港外施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H29.12.26 H30.3.1 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.27 33,253 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 26.4 14.4 12.6 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0
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九州 港湾空港部
九州地方整備局管内港湾・空
港等発注補助業務

発注補助 H28.12.22 H29.2.21 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.26 278,640 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 16.8 21.6 11.2 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 76.0

九州
博多港湾・空港
整備事務所

博多港施工状況確認等補助
業務

施工状況品質監
視

H28.12.22 H29.2.21 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.26 137,160 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 3.6 26.4 13.2 12.6 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

九州
宮崎港湾・空港
整備事務所

宮崎港外施工状況確認等補
助業務

施工状況品質監
視

H28.12.22 H29.2.21 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.26 54,540 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 3.6 33.6 13.8 11.2 4.2 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

九州
博多港湾・空港
整備事務所

三池港監督等補助業務 監督補助 H28.12.22 H29.2.21 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.26 33,480 （株）ポルテック 東京都港区 3.6 26.4 13.2 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 77.0

九州
宮崎港湾・空港
整備事務所

細島港監督等補助業務 監督補助 H28.12.22 H29.2.21 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.26 33,696 （株）ポルテック 東京都港区 4.8 31.2 14.4 11.2 4.2 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

那覇空港監督補助業務 監督補助 H29.12.25 H30.2.21 H30.4.2 単年度 H30.4.1 H31.3.31 27,000
（株）レキオコン
サルタント

沖縄県那覇市 6.0 26.4 13.2 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

那覇空港品質監視等補助業
務

施工状況品質監
視

H29.12.25 H30.2.21 H30.4.2 単年度 H30.4.1 H31.3.31 26,244 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 28.8 10.8 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

管内港湾技術審査補助業務 技術審査補助 H29.12.25 H30.2.20 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 32,724 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 21.6 24.0 11.2 4.2 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 82.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

那覇空港滑走路増設技術審
査補助業務

技術審査補助 H29.12.25 H30.2.21 H30.4.2 単年度 H30.4.2 H31.3.29 4,536 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 19.2 24.0 9.8 7.0 8.4 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

沖縄
平良港湾事務
所

平良港発注補助業務 発注補助 H28.12.26 H29.2.22 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 57,240 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 21.6 22.2 11.2 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

沖縄
平良港湾事務
所

平良港品質監視等補助業務
施工状況品質監
視

H28.12.26 H29.2.22 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 44,280 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 4.8 28.8 13.2 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

中城湾港発注補助業務 発注補助 H28.12.26 H29.2.22 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 56,700 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 6.0 19.2 25.8 8.4 4.2 8.4 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 75.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

中城湾港監督補助業務 監督補助 H28.12.26 H29.2.22 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 81,540
（株）レキオコン
サルタント

沖縄県那覇市 6.0 26.4 13.8 11.2 7.0 11.2 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

那覇港発注補助業務 発注補助 H28.12.26 H29.2.23 H29.4.3 2年国債 H29.4.3 H31.3.29 65,880 ＳＣＯＰＥ 東京都千代田区 3.6 19.2 22.2 11.2 7.0 11.2 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0

沖縄
那覇港湾・空港
整備事務所

那覇港監督補助業務 監督補助 H28.12.26 H29.2.23 H29.4.3 2年国債 H29.4.1 H31.3.31 119,880
（株）レキオコン
サルタント

沖縄県那覇市 6.0 26.4 13.2 12.6 7.0 8.4 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 78.0



平成29年度（複数年：２カ年）及び平成30年度（単年）　発注者支援業務　受託事業者別成績評定結果比較表 別紙３

発注補助業務 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点
技術審査補助業務 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点
監督補助業務 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

0.2 点 -0.8 点 0.5 点 0.2 点 0.0 点 -0.3 点 0.1 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 -0.1 点

発注補助業務 4.8 点 19.2 点 23.2 点 10.1 点 5.9 点 10.1 点 3.8 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.0 点
技術審査補助業務 4.8 点 18.0 点 23.1 点 11.2 点 5.6 点 11.2 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 78.0 点
監督補助業務 4.9 点 26.2 点 14.0 点 11.9 点 6.4 点 9.6 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.2 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

4.6 点 26.2 点 13.9 点 12.7 点 6.4 点 9.3 点 3.9 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.1 点

発注補助業務 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点
技術審査補助業務 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点
監督補助業務 4.9 点 26.2 点 14.0 点 11.9 点 6.4 点 9.6 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.2 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

4.8 点 25.4 点 14.4 点 12.9 点 6.4 点 9.0 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.0 点

発注者支援
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損
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務
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施
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の
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解
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指
揮
系
統
の

迅
速
性

、
確

実
性

責
任
感

、
積

極
性

【民間（ＪＶ含む）受注】
Ｈ29年度発注業務（2ヶ年）

対象：19件

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点 事
故
等
に
よ
る

減
点

業
務
執
行
上

の
過
失

守
秘
性
に
係

る
過
失

中
立
性

、
公

平
性
に
係
る

過
失

発注者支援

業務分類 業務評定　　評価項目

瑕
疵
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又
は

損
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償
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る
減
点

そ
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総
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点
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的
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業
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実
施
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制
の
的
確
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打
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の
理
解
度

指
揮
系
統
の

迅
速
性

、
確

実
性

責
任
感

、
積

極
性

発注者支援

業務分類 業務評定　　評価項目

【ＳＣＯＰＥ受注】
Ｈ29年度発注業務（2ヶ年）

対象：15件

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点 事
故
等
に
よ
る

減
点

業
務
執
行
上

の
過
失

守
秘
性
に
係

る
過
失

中
立
性

、
公

平
性
に
係
る

過
失

業務分類 業務評定　　評価項目

【ＳＣＯＰＥ　対　民間（ＪＶ含む）】
Ｈ29年度発注業務（2ヶ年）

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点 事
故
等
に
よ
る

減
点

瑕
疵
修
補
又
は

損
害
賠
償
に
よ

る
減
点

そ
の
他

中
立
性

、
公

平
性
に
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過
失
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定
点
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と
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業
務
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成
度
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の
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の
理
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の

迅
速
性

、
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、
積

極
性
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の
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失
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性
に
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る
過
失



平成29年度（複数年：２カ年）及び平成30年度（単年）　発注者支援業務　受託事業者別成績評定結果比較表 別紙３

発注補助業務 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点
技術審査補助業務 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点 － 点
監督補助業務 -0.1 点 -0.6 点 -1.2 点 0.9 点 0.0 点 0.2 点 -1.4 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 -1.7 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

-0.3 点 2.4 点 -0.3 点 -1.2 点 -1.1 点 -1.1 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 -1.3 点

発注補助業務 4.8 点 18.7 点 24.0 点 10.2 点 5.4 点 10.1 点 4.5 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.8 点
技術審査補助業務 5.3 点 18.7 点 22.9 点 11.8 点 5.9 点 10.1 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 78.6 点
監督補助業務 5.1 点 27.0 点 14.6 点 11.1 点 5.1 点 10.2 点 5.2 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 78.1 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

5.1 点 23.4 点 14.6 点 13.1 点 6.7 点 10.9 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 77.6 点

発注補助業務 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点
技術審査補助業務 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点 - 点
監督補助業務 5.0 点 26.4 点 13.4 点 12.0 点 5.1 点 10.4 点 3.8 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 76.4 点
品質監視・施工状況
検査補助業務

4.8 点 25.8 点 14.3 点 11.9 点 5.6 点 9.8 点 4.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 0.0 点 76.3 点

発注者支援

瑕
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修
補
又
は

損
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償
に
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る
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【民間（ＪＶ含む）受注】
Ｈ30年度発注業務（単年度）

対象：16件

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点 事
故
等
に
よ
る

減
点

業
務
執
行
上

の
過
失

守
秘
性
に
係

る
過
失

中
立
性

、
公

平
性
に
係
る

過
失

発注者支援

業務分類 業務評定　　評価項目
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発注者支援

業務分類 業務評定　　評価項目

【ＳＣＯＰＥ受注】
Ｈ30年度発注業務（単年度）

対象：30件

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点

そ
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他

総
合
評
定
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性
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、
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執
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上
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、
公
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性
に
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過
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業務分類 業務評定　　評価項目

【ＳＣＯＰＥ　対　民間（ＪＶ含む）】
Ｈ30年度発注業務（単年度）

専門技術力 管理技術力 取組姿勢 業務執行に係る過失に伴う減点 事
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る

減
点

瑕
疵
修
補
又
は

損
害
賠
償
に
よ

る
減
点

守
秘
性
に
係

る
過
失

中
立
性

、
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性
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